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（要旨）

本稿は、日本のサービス産業の生産性に関する集計データでの観察事実を概観した上で、

筆者自身が最近行ったいくつかの研究を含めてサービス産業の生産性に係る研究を選択的

にサーベイし、サービス産業の生産性について何がわかっているのかを確認するとともに、

今後の研究課題や必要なデータ整備について考察する。

どういうサービス企業・事業所の生産性が高いのか、どういう政策が生産性向上に資す

るのかに示唆を与える研究成果も現れてきている。政策的には、高生産性企業のプラクテ

ィス普及、それら企業の市場シェア拡大をはじめ新陳代謝の活発化、良好な労務管理や企

業統治メカニズムの構築、産業横断的な諸制度と生産性の関係の検討等幅広い対応が必要

である。

しかし、そもそもサービス産業の生産性が高いのか低いのかを含めて、わかっていない

ことの方が多いのが実情である。サービス産業の生産性問題は、断片的なデータやエピソ

ードに基づいて感覚的に議論されることが少なくない。サービス産業の生産性向上に関す

る的確な政策を検討するためにも、サービス産業の企業・事業所レベルのデータの整備・

充実とその十分な活用が望まれる。
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議論を喚起することを目的としています。論文に述べられている見解は執筆者個人の責任で発表

するものであり、（独）経済産業研究所としての見解を示すものではありません。



*1 藤田昌久所長、三本松進氏ほかＤＰ検討会参加者から本稿の改善につながるコメントをいただいた。

本稿は、筆者が経済産業研究所及び社会経済生産性本部で過去１年間に行ったいくつかの研究を基礎と

しており、もとになった複数の論文に対して「サービス産業生産性研究会」のメンバーである権赫旭、

深尾京司、長岡貞男、中島隆信、松浦寿幸、加藤篤行の各氏をはじめ経済産業研究所の関係者から多く

の有益なコメントを得た。また、「サービス産業生産性協議会」の牛尾治朗代表幹事からは折に触れ研究

のモチベーションにつながる刺激的な問題提起をいただいた。これらの方々に謝意を表したい。

*2 『80 年代の通産政策ビジョン』（1980 年）にも「サービス経済化の進展」という一節があり、サー

ビス・セクターの生産性及び質の向上が施策の重点分野の筆頭に挙げられている。米国では「ボーモル

病」仮説の嚆矢となった Baumol 論文は 1960 年代に書かれている。

*3 サービス産業生産性協議会の活動の詳細は、同協議会のウェブサイト（http://www.service-js.jp）参照。
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「サービス産業の生産性を高めるにはどうすれば良いのか？」

－これまでの研究成果からの示唆と今後の課題－
*1

１．序論

本稿は、サービス産業の生産性をめぐる公表された集計データに基づく観察事実を整理

するとともに最近の研究を選択的にサーベイするものである。日本のサービス産業の生産

性に関して何がわかっているのかを確認するとともに、今後、サービス産業の生産性を高

めるための具体策を検討するための分析上の課題やそのために必要となるデータについて

整理することを目的としている。

少子高齢化が進行し、既に人口減少局面に入った日本経済にとって、経済全体に占める

シェアの大きいサービス産業の生産性向上が重要な政策課題とされている。しかし、サー

ビス産業の生産性向上は古くからの課題であり、例えば産業構造の「知識集約化」を提唱

したことで知られる『70 年代の通商産業政策』（1971 年）－いわゆる「70 年代ビジョン」

－には「サービス経済化への対応」という節があり、サービス産業の生産性の上昇が課題

として挙げられている。*2 さらに遡れば、1960 年代に論じられた「生産性格差インフレ

ーション」は、製造業・大企業と非製造業や中小企業との生産性格差に焦点を当てた議論

だった。

「新経済成長戦略」及び「経済成長戦略大綱」（いずれも 2006 年）は、この問題の重要

性を改めて提起した。その後、「サービス産業におけるイノベーションと生産性向上に向

けて」（2007 年）、「経済財政改革の基本方針 2007（骨太の方針 2007）」において、サービ

ス産業生産性協議会（SPRING）の設立をはじめ政策の具体化に向けた議論が進められた。*3

さらに、産業構造審議会サービス合同小委員会「中間取りまとめ」（2008 年）では、小

売業、情報サービス業、対個人サービス業といった業種別の処方箋が整理され、「経済財

政改革の基本方針 2008」では、「業種別生産性向上プログラム」を実行することとされた。

しかし、サービス産業は「工業統計」をはじめ詳細な情報がある製造業と異なり基礎統
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計の制約もあって、どういう特性を持った企業・事業所の生産性（上昇率）が高いのか、

何をすれば生産性が高くなりうるのかといった基本的なことが必ずしも明らかでない。こ

の点は、日本だけでなく欧米諸国でも同様である。また、そもそも日本のサービス産業の

生産性が本当に低いのか、低いとすればどの程度低いのか、サービス産業の中のどういう

業種の生産性が低いのかといったことも、案外良くわかっていない。本稿は、こうした基

本的なことについて、何がわかっていて何がわかっていないのかを、筆者自身が行ってき

たいくつかの分析の結果を含めて整理する。サービス産業の生産性全般については、既に

加藤[2007]が網羅的なサーベイを行っており、また、（サービス産業に限らない）生産性

研究全般については宮川[2006]の優れたサーベイが存在する。これらを踏まえ、本稿では、

マクロレベルの生産性分析や分析の方法論には立ち入らず、「日本のサービス産業の生産

性を高めるにはどうすれば良いのか？」という実務的な関心に応えることに力点を置いて

選択的に概観する。製造業を対象とした生産性の実証分析は夥しい数のものがあるが、本

稿では特に必要な場合を除いて製造業のみ（あるいは農業のみ）を対象とした研究は取り

上げず、具体的な論文を引用する際にも、原則として、サービス産業を対象とした分析及

び製造業・サービス産業をともにカバーした分析のみリファーする。

なお、本稿において「サービス産業」は特に断らない限り、卸売・小売業、運輸・通信

業、金融・保険業等を含む広義のサービス産業である。「生産性」の指標は TFP 及び労働

生産性、その「水準」と「伸び率」の両方を含む。

本稿の構成は以下の通りである。第２節では、産業集計レベルでの公表データ及び産業

別の成長会計分析の結果に基づき、サービス産業の生産性（水準／上昇率）は低いという

通念がどの程度妥当なのかを確認する。第３節では、企業・事業所レベルでの生産性の企

業・事業所間格差の計測や参入・退出・再配分等への要因分解の結果を整理しておく。第

４節では、様々な企業特性・事業所特性と生産性の関係について、サービス産業を含む企

業・事業所レベルでのデータを用いた研究の成果を整理するとともに、何をすればサービ

ス産業の生産性を高めることができるのかについての示唆を考察する。第５節では、サー

ビス産業の生産性分析を高度化していくために必要となる基礎統計の整備やその活用につ

いて検討する。最後に第６節で、以上のサーベイに基づく暫定的な結論と今後の課題を述

べる。

２．日本のサービス産業の生産性は低いのか？～産業レベルのデータによる観察事実

どうずれば生産性を高めることができるのかを考える際、まずはこれまでの生産性の伸

びがどういう要因によって生じているのかを把握するとともに、それら要因の産業による



*4 産業別の成長会計の例として Corrado et al.[2007]（米国）, Oulton and Srinivasan[2005], Groth et al.[2006]
（英国）, Jorgenson and Nomura[2005]（日本）。これらインプット側に着目した成長会計のほか、マクロ

経済の成長に対する産業別の貢献を IT 生産部門、IT 使用部門に着目して分析したものも多数ある。

*5 OECD データがカバーしているサービス産業（ISIC の 50 ～ 74）のうち飲食・宿泊業の労働者シェ

ア（日本）は 20 ％弱である。日本を除く G7 平均で見ると、飲食・宿泊業の労働生産性上昇率は他のサ

ービス産業よりも平均▲ 2.8 ％低い。これらを乗じると飲食・宿泊業が含まれていないことによる日本

のサービス産業の上方バイアスは＋ 0.5 ％程度ということになる。これは無視できない大きさだが、こ

れを補正しても日本の 2000 ～ 2005 年のサービス産業の生産性上昇率は米・英・独・仏平均をかなり上

回る（米国、英国よりはいくぶん低い数字となる）。
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違いや国による違いを比較する必要がある。成長会計に基づく経済成長あるいは生産性上

昇の労働・資本・全要素生産性（TFP）への要因分解は、マクロレベルだけでなく産業別

にも多くの分析が行われている。最近は資本の貢献を IT 資本と非 IT 資本に分けた分析も

多い。*4 また、JIP データベース（RIETI）や EUKLEMS データの整備により、産業別に

生産性上昇の要因を観察できるようになった。本節では、産業集計レベルのデータ及び成

長会計の結果に基づく観察事実を確認しておきたい。

（１）生産性上昇率

「新経済成長戦略」以降のレポートは、いずれも OECD 生産性データや EUKLEMS2007

年版のデータに依拠し、①日本のサービス産業の生産性上昇率は米国ををはじめとする主

要先進国に比べて低い、②日本のサービス産業と製造業の生産性上昇率格差は他国に比べ

て大きい、という２つの事実を強調してきた。2008 年に入り、これらのアップデートさ

れたデータが国際機関等から発表された。「OECD 生産性指標 2008 年版（Compendium of

Productivity Indicators 2008）」、「EUKLEMS2008 年版」である。また、EUKLEMS のうち日

本の基礎データとなっている「日本産業生産性（JIP）データベース 2008」も同じ時期に

公表された。いずれも日本のサービス産業の生産性の伸びが 2000 年以降に大きく高まっ

たことを示している。

「OECD 生産性指標 2008 年版」によると、2001 ～ 2006 年の間の日本経済全体の労働

生産性上昇率は 2.4 ％、TFP 上昇率は 1.8 ％（年率）で、いずれも G7 諸国の中で日本が

最も高い伸びとなっている。産業別の数字は労働生産性しか公表されていないが、2000

～ 2005 年日本のサービス産業の生産性上昇率は 2.8 ％とやはり G7 諸国の中で最も高い数

字である。同じ期間、日本の製造業の労働生産性伸び率は 3.9 ％であり、サービス産業の

伸びは製造業に比べれば約 1 ％ポイント低い。しかし、米・英・独・仏とも製造業の方が

サービス産業よりも生産性上昇率が高く、製造業とサービス産業の格差は日本が最も小さ

い。労働生産性の分母がマンアワーではなく労働者１人当たりの数字であること、日本だ

け「飲食・宿泊」という生産性引き下げ要因となる業種を含んでいないことなどから慎重

に解釈する必要があるが*5、「日本のサービス産業の生産性上昇率は欧米主要国よりも低

い」、「日本のサービス産業と製造業の生産性上昇率格差は大きい」という従来の通念に



*6 ただし、日本の「流通・物流サービス」の数字は、修正された情報が EUKLEMS2008 に反映されて

いないため、今後下方改定される可能性がある（深尾京司教授による）。

*7 筆者は、昨年、「現実の生産性上昇率にとって需要側の要因は無視できず、1990 年代のサービス産業

の生産性上昇率低下の大きな部分は、景気回復の持続、特に内需の拡大によって解消される可能性があ

ることを示唆している」と論じた（社会経済生産性本部『生産性年次報告書 2007 年版』, p.97）。今般の

一連のデータはこの予想を裏付けることとなった。
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反する数字だったのは間違いない。

「EUKLEMS2008 年版」でも同様のパタンが見られる。EUKLEMS は労働生産性だけで

なく TFP（EUKLEMS では「MFP」）も公表しており、しかも産業別の数字も詳しく見る

ことができる。また、EUKLEMS の生産性データは設備稼働率、労働時間の変化、労働力

の質の変化等を一応調整しており、上述の OECD データに比べて丁寧に生産性の計測を

している。EUKLEMS は産業を６つに大別しており、広義のサービス産業は「流通・物流

サービス」、「金融・事業サービス」、「個人・社会サービス」の３つに区分されている（通

信業は「電子機械・通信業」という別のセクター）。これら３つの産業の労働生産性を見

ると、2000 ～ 2005 年の間、日本は米国に比べれば低いものの米・英・独・仏平均よりも

かなり高い伸びである（表 1 参照）。TFP で見ても「流通・物流サービス」、「金融・事業

サービス」は米・英・独・仏平均を上回っている。
*6

当然と言えば当然だが、JIP2008 の

データを見ても、2000 ～ 2005 年に広義サービス産業の TFP 上昇率は年率 1.4 ％と 1995

～ 2000 年に比べて大幅に「加速」しており、製造業とほぼ同じ伸び率となっている。

最近まで、1995 年から 2000 年代始め頃までの数字が政策論議において頻繁に言及され

てきたが、期首を 1995 年から 2000 年に変えて期末を 2005 年ないし 2006 年までの期間へ

とわずか１年ないし２年延伸されただけで、日本のサービス産業の生産性に関する印象を

大きく変えることとなった。
*7

それでは一体何が事実なのか？ ここでは生産性の景気同調性の問題を強調したい。マ

クロレベルでの生産性が景気同調的な動きを示し、景気回復局面で高めに、景気後退局面

で低めになる傾向があることは良く知られている（procyclical productivity）。その理由と

しては、企業・事業所レベルでの規模の経済性、労働時間では捉えきれない労働強度の変

化などがある。したがって、中長期的には生産性上昇が高い経済成長をもたらすという因

果関係が重要だが、短期的には好景気が生産性を高め、不況は生産性を低下させる。1990

年代後半以降継続的に高い生産性上昇率を謳歌してきた米国経済だが、米国労働統計局

（BLS）が最近公表した MFP（＝ TFP）の改定値（private business sector）を見ると、2001

～ 2005 年は平均 2 ％を上回っていたが、2006 年は 0.5 ％と大幅に鈍化した。2007 年は後

半にサブプライム・ローン問題を契機とした景気減速が生じており、さらに低い数字にな

る可能性も否定できない。ちなみに OECD データで簡単な計算を行ったところ、G7 諸国

の平均で見て需給ギャップが▲ 1 ％マイナスになると労働生産性上昇率は▲ 0.4 ～▲ 0.5



*8 その後、川本・笛木[2008]は、同様の分析を 2006 年までアップデートし、2000 年以降、規制緩和と IT
利活用が比較的進んだ卸売・小売業で技術進歩率が上昇したと指摘している。

*9 この現象に関する理論モデルとして Kobayashi and Yanagawa[2008]。
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％程度鈍化するという関係が見られる。

サービス産業の生産性の景気同調性については、例えば Miyagawa et al.[2005]が、製造

業に比べて非製造業の方が景気動向指数との連動性が高いことを示している。また、川本

[2004]は、米国を対象とした Basu et al.[2006]に準拠した方法で 1990 年代後半までの日本

を対象に稼働率、収穫逓増、不完全競争等の循環的な影響を補正した「真の技術進歩率」

を計測し、民間部門全体で見たときに 1990 年代の技術進歩率の低下は非常に小さいこと

（1980 年代年率 2.3 ％→ 90 年代 2.1 ％）、特に非製造業は全く低下していないこと（2.1

％→ 2.0 ％）を明らかにしている。*8

1990 年代後半の日本は失業率の大幅上昇、デフレの深刻化に見られる不況局面にあっ

た。その後 2002 年初を底に長い景気回復を続けたことから、1990 年代は生産性上昇率が

低めに、他方、2000 年～ 2005 年／ 2006 年という期間をとると生産性の伸び、特にサー

ビス産業の生産性上昇率が高めに現れた可能性が高い。こうした循環的要因が上記 OECD

データや EUKLEMS データにどの程度影響しているのか定量的には確たることは言えな

いが、おそらく全てではないものの一部は景気循環の影響と思われる。サービス産業では

製造業の稼働率指数に相当するデータが存在しないことから、稼働率調整を行った上での

資本投入量の変化を把握することが難しい。流通業、運輸業、個人サービス業をはじめか

なりのサービス業種では、需要次第で資本の稼働率が規定されるから、稼働率調整を行わ

ないよりも稼働率が生産と連動しているとみなして処理した方が良いかも知れない。

ただし、1990 年代後半の生産性低迷については、景気同調性以外の解釈として、① 1990

年代後半における金融不安という特殊要因、② IT 投資の効果発現のラグ－汎用技術（GPT）

としての IT －もありうる。1990 年代後半、特に 1998 年から 2000 年代初めにかけて、不

良債権問題に見られるように日本の金融機関は深刻な問題に直面していた。Caballero et

al.[2006]、福田他[2007]は、銀行の不適切な貸出行動が非製造業の生産性に負の影響を持

ったことを示している。
*9

これらは景気循環的な要因だけでなく構造的な特殊要因も

1990 年代の生産性低迷に関わっていたことを示しており、1995 ～ 2000 年代初頭の生産性

パフォーマンスがいわば「異常値」であったことを意味する。GPT である IT 投資のラグ

については、IT を活かすには旧来の工程を改革するための組織革新・人材育成等様々な

補完的投資が必要となるため、IT 投資が生産性に対して効果を持つまでには数年ないし

それ以上の時間を要するという見方である（Basu et al.[2004]）。この解釈からは、日本の IT

使用産業の生産性加速は、米国より遅れて 2000 年以降ようやく本格化し始めたと見るこ

とができ、最近の日本の生産性上昇率の加速はポジティブに評価できることになる。



*10 OECD データでは米国の 1995 ～ 2000 年の数字は欠損値となっており、米国のみ 2000 ～ 2005 年の

数字を使用して計算。

*11 IT 資本の成長寄与度を比較すると、「流通・物流サービス」は主要国を下回り、「金融・事業サービ

ス」は主要国よりも高い伸び、「個人・社会サービス」は同程度である。
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以上の通り、生産性－特に稼働率や労働時間の調整を行っていない場合の数字－には景

気同調性があることから、少し長い期間をとって観察することも必要である。ただし、長

期的な平均値を見ることは、「IT 革命」の効果やグローバル化の進展の効果をはじめ最近

の重要な変化を看過する危険があることにも注意しなければならない。

まず、OECD データで 1995 ～ 2005 年の 10 年間の数字を見ると、日本のサービス産業

の労働生産性上昇率は 2.1 ％で G6 平均（1.3 ％）よりも高い。*10 日本のサービス産業の

製造業との生産性上昇率格差は 1.3 ％ポイントで、G6 平均（1.4 ％ポイント）とほぼ同じ

である。

次に、EUKLEMS2008 年版データで 1995 ～ 2005 年の 10 年間労働生産性（マンアワー

・ベース）上昇率を見ると、日本の「流通・物流サービス」は 2.1 ％と米・英・独・仏平

均（2.5 ％）を少し下回っている（表 2 参照）。他方、「金融・事業サービス」は 1.8 ％と

これら４か国平均（1.1 ％）よりかなり高く、米国（2.0 ％）と近い数字である。「個人・

社会サービス」は、1.1 ％だが、４か国平均（0.5 ％）よりもかなり高く、米国（1.0 ％）

をわずかに上回っている。なお、「電子機械・通信」はどの国も高い伸びだが、日本は４

か国平均よりも 1.3 ％ポイント高い伸びで、「電子機械を除く製造」は▲ 0.9 ％ポイント低

い（いずれも米国に比べると▲ 2 ％ポイント前後低い）。TFP を見ると、全体として労働

生産性に比べて低い数字となるが、他国との上下関係は労働生産性とほぼ同じである（表 2

②参照）。

同じ EUKLEMS2008 年版により、1980 ～ 2005 年というさらに長い期間の産業別（６分

類）成長会計を主要国と比較してみる（表 3 参照）。まず、労働生産性の伸び率を見ると

日本の「流通・物流サービス」の TFP は米国と同じ年率 2.9 ％であり、米・英・独・仏平

均をわずかに上回る。「金融・事業サービス」は、年率 3.4 ％と米国（1.8 ％）を大きく上

回っており、米・英・独・仏平均の２倍以上の伸び率である。「個人・社会サービス」は、0.3

％で米国及び４か国平均を若干下回っている。産業別の TFP（MFP）を見ると（表 3 ②参

照）、「流通・物流サービス」は 2.2 ％と米国（1.6 ％）、４か国平均（1.6 ％）を若干上回

っている。「金融・事業サービス」は 0.3 ％と低い伸びだが、米国（0.0 ％）、４か国平均

（▲ 0.7 ％）よりは良好である。これに対して「個人・社会サービス」は▲ 1.3 ％とマイ

ナスであり、米国（▲ 0.1 ％）、４か国平均（▲ 0.4 ％）よりもかなり大きなマイナスとな

っている。*11 以上から、日本のサービス産業の生産性上昇率の長期的なパフォーマンス

を欧米主要国と比較すると、分野によって異なるが「流通・物流サービス」、「金融・事

業サービス」は日本がやや優れており、「個人・社会サービス」の TFP は日本が劣ってい



*12 JIP2008 では 1970 年代、1980 年代の数字も JIP2006 から改定されている。

*13 ここでの計算は、製造業、サービス産業相互間での投入・産出関係を考慮したものではない単純な

計算である。
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る。しかし、前述の通り、1995 ～ 2005 年で見ると日本の「個人・社会サービス」の生産

性は相対的に高い。残念ながら日本のサービス産業の中で国際比較から見て明らかに劣っ

た長期的・構造的問題がありそうなセクターを特定することはできない。

1970 ～ 2002 年までの 30 年強をカバーする JIP2006 で製造業と非製造業とを分けた成長

会計の結果によると、長期的に見て非製造業は製造業に比べて TFP 上昇率が低い傾向が

あった（深尾・宮川[2008]）。しかし、2005 年まで延伸された JIP2008 を見ると大きく印

象が異なっている。*12 2000 ～ 2005 年では製造業と非製造業の総生産の成長に対する TFP

の寄与は同じ 0.5 ％である（図 1 参照）。1970 ～ 2005 年という長期で見ると製造業 0.7 ％、

非製造業 0.5 ％であり、製造業の方が高いものの極端な差ではない。また、資本の寄与は

非製造業の方が製造業よりも大きく、したがって、労働生産性で見れば製造業よりも非製

造業の方が高い伸び率となっている。カバーする産業の範囲が若干異なるものの、後述す

る GDP 統計で見た結果とも大きく異なっている。また、非製造業あるいは広義サービス

産業の TFP の５年移動平均を見ると（図 2 参照）、中期的な循環的変動があることがわか

る。純粋に技術的な意味での技術進歩がこれほど上下動することは考えにくいから、上述

の景気同調性が反映されていると見るのが素直だと思われる。

しかし、より細かい産業分類に立ち入って観察すると、JIP データには課題もあること

がわかる。JIP データベース 108 業種の TFP（1970 ～ 2005 年）を詳しく見ると、サービ

ス産業 42 業種中、過半の 26 業種で TFP 伸び率がマイナスとなっている。例えば、情報

サービス業▲ 4.1 ％、医療サービス▲ 2.7 ％である。TFP は計算上「残差」なので短期的

には様々な事情で変動するが、30 年以上にわたって継続的に「技術退歩」が生じるとい

うことは考えにくい。例えば、以前は治療不可能だった病気が治癒する、１か月入院する

必要があった治療が１週間で退院できるようになるなど、医療サービスの技術進歩は著し

い。生産性研究の専門家は、数年以上にわたって TFP がマイナスの場合には、何らかの

計測上の問題がある可能性が高いと指摘しており、この場合には TFP をゼロと見なすべ

きとの考え方もある（Corrado and Slifman[1999], Gullickson and Harper[1999]）。TFP をゼロ

と見なすということは、技術退歩もないが技術進歩もないという控えめな「補正」である。

JIP データベースに基づいてこうした「思考実験」を行うと、サービス産業の TFP 上昇率

は大きく上方修正され、製造業との格差はなくなる（図 3 参照）。*13

最後に、日本の GDP 統計でより長期の傾向を見ておきたい。GDP 統計が利用可能な 1955

年～ 2006 年の期間を対象に、製造業、第三次産業、狭義サービス業の労働生産性（時間



*14 サービスの質の向上の過小評価の問題については後述。

*15 したがって、水準比較は伸び率の比較と違ってデフレーターの影響を受けないという利点はある。

*16 労働時間は国民経済計算の雇用者の年間労働時間を使用。すなわち、自営業者等も雇用者と同じ労

働時間を仮定。
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当たり、政府部門を除く）を描いたのが図 4 である。この図は、20 年間の労働生産性上

昇率（年率換算）の移動平均を取っている。これを見ると、製造業とのギャップが小さい

期間でも第三次産業で約 1 ％、狭義サービス業は約 3 ％製造業よりも伸び率が低い。1955

～ 2006 年という超長期での生産性上昇率を年率換算すると、製造業 5.6 ％、第三次産業 3.6

％、狭義サービス業 1.9 ％である。米国の場合、産業別に生産性の長期系列を得ることが

難しいが、BLS が公表している民間非農業部門と製造業の労働生産性（分母はマンアワ

ー）上昇率を見ると、1990 年以降一貫して製造業の生産性上昇率が 1 ～ 2 ％高く、米国

でもサービス産業の生産性上昇率が相対的に低いことがわかる。

これらの数字を素直に見れば、長期の時系列で見てサービス産業の生産性上昇率が製造

業に比べて低いことはほぼ間違いない。
*14

過去 10 年間の日本のサービス産業の生産性

上昇率は、主要国平均と比較して低くはないが、好景気が続いていた米国よりはやや低い。

また、（米国を含む）主要国と同様、サービス産業は製造業に比べて低い生産性の伸びだ

が、日本だけ際立って乖離が大きいわけではない。

もちろん、これらは、サービス産業の生産性に何ら問題がなく、放置しておけば良いと

いう意味ではない。後述するように、それを引き上げる余地が十分あるからである。

（２）生産性の「水準」比較について

日本のサービス産業の生産性の「水準」も製造業に比べて、あるいは米国等に比べて低

いというのが通念である。しかし、生産性の水準比較には多くの問題があることに注意が

必要である。

当然のことながら、水準の比較は物価調整をしない名目ベースで行う必要がある。実質

値は基準年の取り方次第で全く違った結果になるからである。*15 まず、国民経済計算の

データで製造業とサービス産業の労働生産性（マンアワー）の水準（2006 年）を比較す

ると
*16
、製造業 4,892 円／人・時間、第三次産業（不動産を除く）4,961 円／人・時間でほ

とんど違いがない。ただし、第三次産業には労働生産性が製造業の３倍近い電力・ガス・

水道業が含まれるため、これを除くと 4,519 円／人・時間であり、製造業よりも 7 ～ 8 ％

低い。製造業よりも低いが案外差は小さい。しかし、マンアワーではなく就業者数を分母

に用いると、製造業よりも約 17 ％低い。この違いは、サービス産業の多くで短時間労働

者が多いことを反映しており、労働時間を補正しない従業者数を分母とした労働生産性の

計算がミスリーディングなことを示している。しかし、こうした労働生産性「水準」の産



*17 労働生産性でも「伸び率」の産業間比較には意味がある。

*18 賃金に対する個人固有効果の先行研究としてしばしば引用される Abowd et al.[1999]は、フランス労

働者の大規模な longitudinal データを使用し、高賃金企業の生産性が高いこと、産業間賃金格差のうち約 90
％は個人効果で説明されることを指摘している。

*19 森川[2007a]は、付加価値ベースでのインプットに対するアウトプットの効率性比較という意味で、

特定の生産関数を前提としない TFP「水準」の比較を異なる産業間で行っている。
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業間比較は、資本装備率の産業による違いが大きく影響するためあまり意味がない。
*17

資本装備率のほか、労働投入に関しても労働者の質が産業間で違う可能性があることに

注意が必要である。森川[2008d]では、「賃金構造基本調査」のデータを使用して製造業と

小売業の時間当たり賃金を性別・年齢・学歴・勤続等の個人特性で説明する標準的な賃金

関数の推計を行った（図 5 参照）。小売業の賃金はフルタイム労働者に限定しても製造業

の賃金より約▲ 18 ％低いが、観測可能な労働者の属性をコントロールするだけで約▲ 5

％低いだけになる（パートタイム労働者を除く推計結果）。すなわち、観測可能な労働者

の質の違いが小売業と製造業の賃金格差の１割以上を説明する。個人レベルのパネルデー

タを用いた海外の研究によれば、賃金に対する観測不可能な労働者の個人特性の影響はか

なり大きいとされており
*18
、上の数字は産業間での労働者の質の違いを過小評価している

可能性がある。賃金と生産性とが完全には連動していない可能性はあるものの、労働者の

生産性に１割以上の差があるとすれば、流通業と製造業の労働生産性の「格差」（マンア

ワー当たり付加価値額で約 20 ％の差）は労働者の質の違いを考慮するとかなり縮小する

と考えられる。

一方、TFP については、労働生産性よりは比較の意味があるが、森川[2007a]で詳述し

た通り、サービス産業と製造業の間で「水準」比較が行われることは稀である。あえて比

較すると小売業の TFP 水準は製造業に比べて低いが、卸売業や狭義サービス業の TFP 水

準は製造業よりも高いという結果が見られた。
*19

日本のサービス産業の生産性（水準）は米国の約６割と言われることがある。しかし、

サービス産業の生産性「水準」の国際比較は国内の産業間比較とは別の厄介な問題がある。

すなわち、①換算レートの問題、②サービスの質の違いの問題である。日米の製造業、第

三次産業、うち流通業の労働生産性（従業者当たり付加価値）を為替レートで換算して比

較すると（図 6）、製造業とサービス産業の違いは小さく、いずれも為替レートに連動す

る形で上下する。円高局面だった 1992 ～ 1996 年は日本の第三次産業の労働生産性は米国

よりも高かったことになる。工業製品の場合、輸送費や関税のために乖離が生じうるが、

基本的には一物一価なので、さしあたり為替レートで比較することも許されるが、サービ

ス産業では、サービス貿易が拡大しているものの非貿易財が多いため、購買力平価（PPP）

を用いて比較する必要がある。PPP を算出するためには、同じスペック（質）のサービス

の価格が両国でいくらなのかを調査する必要がある。しかし、日本と米国の小売サービス、



*20 いわゆる「内外価格差」問題が話題になった円高局面からこうした調査が始まり、電話・インター

ネット等の通信サービスは総務省、航空・鉄道・タクシー等の運輸サービスは国土交通省、ソフトウエ

ア・市場調査・ビル警備・通訳料といった対事業所サービスは経済産業省、宿泊料・理髪料・クリーニ

ング料等の対個人サービスは内閣府が行った調査がある。
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外食サービス、医療サービス等を同じスペックで比較するのは容易ではない。

OECD は毎年加盟国の PPP を発表しており、一般に公表されているのは工業製品、サ

ービス等を含めた経済全体の数字である。この OECD の PPP で換算すると、日本の製造

業の労働生産性は米国の約 70 ％、第三次産業の労働生産性は約 65 ％の水準である（図 7）。

日本のサービス産業の生産性は米国の約６割という俗説に近い数字だが、製造業も似たよ

うな数字である。

過去約 10 年間、日本では各省が「内外価格差調査」を実施してきた。*20 これらの調

査は全てのサービスをカバーしてはいないが、可能な限り同じスペックのサービス価格を

比較したもので有用なデータである。これらの調査結果に基づき所要の時点修正を行った

上でサービス産業平均の PPP を算出して生産性の日米比較を行うと、日本のサービス産

業は米国の 77 ％という結果になった（図 7 右）。米国に比べて労働生産性の水準が低いこ

とに変わりはないが、OECD の PPP で見たのとはかなり違った数字である。サービス産

業の生産性「水準」比較は何で換算するか、PPP がどの程度正確なのかに大きく依存する。

国によるサービスの質の違いも難問である。実務家は日本と外国のサービスの質が違う

ということをしばしば指摘する。仮に日本の飲食店の質と米国の飲食店の質が大きく違う

とすれば、同じ「産業」として比較することはできず、上述の産業間比較と同様の問題が

生じる。この点は、PPP の計測の困難性と表裏一体の問題と言える。

次に EUKLEMS2008 年版のデータに基づいて日米の労働生産性水準を比較してみる。

EUKLEMS は 1997 年の PPP のみ公表していることから、日米それぞれの産業別 GDP デ

フレーターを用いて 2005 年の産業別 PPP を計算し、これに基づいて米国を 100 とした日

本の産業別の生産性水準を見る（図 8 参照）。この結果によると、卸売業、小売業、飲食

・宿泊業、通信業の生産性は米国の 40 ～ 45 ％と非常に低い。しかし、製造業も 47 ％で

あり、これらサービス産業とあまり違わない。他方、運輸業、金融・保険業、対個人サー

ビス業は 90 ％前後ないしそれ以上であり、製造業に比べて米国との格差がずっと小さい。

以上を要約すれば、サービス産業の生産性の「水準」を国内の製造業や米国のサービス

産業と比較することは不可能ではないがかなり難しく、計算される数字は相当大きな幅を

もって理解する必要がある。その上でサービス産業の生産性「水準」が米国に比べて低い

ことを示唆する事実はあるが製造業も大差なく、また、国内の製造業に比べてサービス産



*21 日本の製造業の生産性は高いがサービス産業の生産性は低いという通念は、トヨタ、キャノン、任

天堂といった大企業と中小小売店・個人サービス業をイメージして比較している可能性がある。中小の

町工場とセブンイレブン、NTT ドコモ、JR 東海といった企業を比べるとイメージは異なるかも知れない。

*22 「企業活動基本調査」のデータなので、2001 年（平成14年調査）以降サービス業のカバレッジが拡

大しているが、従業員 50 人未満の企業や「通信業」、「医療・福祉」といった産業専業の企業は対象では

ないという限界がある。
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業の生産性が低いと断定する根拠は乏しい。
*21

３．サービス産業の生産性（上昇）の要因～企業・事業所データによる要因分解

本節では、企業又は事業所レベルのデータを用いた生産性の分布（ばらつき）について

の分析、参入・退出・内部効果・再配分効果への要因分解を通じた新陳代謝に関する分析

の結果を整理する。それらの分析は、産業集計レベルの生産性やその変化がなぜ生じてい

るのか、どういう政策対応が有効なのかについて手がかりを与える。産業内の企業はおし

なべて同程度の生産性なのか、同じ産業でも企業によって生産性の違いが大きいかどうか、

あるいは、存続企業の生産性上昇が産業全体の生産性上昇にとって支配的なのか参入・退

出が主因なのかによって政策の重点は異なる。

近年、マイクロデータの利用可能性が高まってきたことから、企業間の異質性に着目し、

同一産業内での生産性の分布（ばらつき）を計測することが行われるようになってきた。

欧米では 1980 年代後半からマイクロデータの整備が進んだ製造業を対象とした分析が行

われ、最近になって非製造業に対象が拡大しつつある。サービス産業をカバーした研究と

しては、例えば Oulton[1998]が英国企業のマイクロデータを使用して企業間での労働生産

性の分散とその変化を計測し、英国企業では非製造業における労働生産性の分散が製造業

に比べて２倍程度大きいことを指摘した。Faggio et al.[2007]は、非製造業をカバーする英

国企業のパネルデータを使用して企業レベルでの生産性及び賃金の格差を分析して、生産

性の企業間格差拡大は主としてサービス産業（非製造業）で生じていること等を示し、過

去の多くの実証研究は経済におけるシェアが低下している製造業を対象として分析してい

るため生産性格差の拡大を過小評価していると指摘している。森川[2007a]は、「企業活動

基本調査」のパネルデータ（2001 ～ 2004 年）を使用して、日本企業の生産性の分布（企

業間格差）について、卸売業、小売業、狭義サービス業を含むサービス産業を製造業とを

比較しつつ分析した。
*22

その結果によれば（図 9 参照）、（狭義）サービス業の生産性は

製造業に比べて企業間でのばらつきが大きいこと、サービス業企業の TFP の「水準」も

「伸び」も製造業より低いとは言えず、サービス業の中に生産性の水準が高い企業が多数

存在すること、しかし、サービス業では規模の大きい企業の生産性上昇率が低いため、売



*23 「特定サービス産業実態調査」、「商業統計」、「工業統計」のデータを使用しており、小規模事業所

もカバーしている。ただし、製造業及び対個人サービス業は付加価値ベースの労働生産性なのに対して、

小売業はデータの制約から小売売上高／従業者数で労働生産性を計測しているという違いがある。なお、

対個人サービス業は 12 業種の単純平均である。

*24 その後、Ito and Lechevalier[2008]は、「企業活動基本調査」の 1994 ～ 2003 年のデータ（非製造業は

運輸・通信業、卸売業、小売業、飲食店をカバー）を使用して労働生産性及び TFP の企業間でのばらつ

きを計測するとともにその要因を分析している。

*25 森川[2007a]において、小売業や狭義サービス業では、非効率企業の退出、効率的な企業のシェア拡

大によって TFP が 20 ～ 30 ％高める余地があると試算している。

*26 ただし、この時期の「企業活動基本調査」は製造業のほか商業、飲食店は広くカバーしているもの

の、サービス業専業の企業は調査対象ではなかったという限界がある。
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上高ウエイトで集計すると TFP の伸びは大きく低下することがわかった。事業所レベル

のデータで産業による生産性のばらつきを比較した例はほとんどないが、森川[2008a]は、

対個人サービス業、小売業、製造業の労働生産性のばらつき（対数分散）を比較し、小売

業の事業所間のばらつきが製造業に比べて約３倍と非常に大きいこと*23、対個人サービス

業は業種によって異なるが、平均すると製造業よりも５割程度分散が大きいことを示して

いる。これらの研究により、同じ産業内でも生産性の企業・事業所毎の異質性が特にサー

ビス産業で大きいことがわかってきた。*24

企業による生産性格差が大きいということは、既存企業の間でのシェア変動、参入・退

出といった「新陳代謝」が産業集計レベルでの生産性の変化にかなり影響することを意味

する。
*25

企業又は事業所レベルのデータにより、産業レベルの生産性の変化を要因分解

することが 1990 年代初頃から行われるようになってきた。ただし、ここでも製造業を対

象とした研究が多数で、サービス産業をカバーしたものは少ない。米国では、Foster et

al.[2006]が小売業を対象に要因分解を行い、製造業と異なり、小売業全体の生産性上昇の

ほぼ全てが生産性の高い事業所の参入と生産性の低い事業所の退出で説明されると論じ

た。日本の小売業を対象に「商業統計」のマイクロデータを用いて参入・退出の労働生産

性への寄与を計測した Matsuura and Motohashi[2005]は、参入・退出と生産性の高い事業所

への雇用再配分が小売業全体の労働生産性上昇に寄与していることを示している。

Nishimura et al.[2005]は、「企業活動基本調査」の 1994 ～ 1998 年のパネルデータを使用し

て非製造業を含めて企業の参入・生存・退出と TFP の関係を分析し、90 年代後半の金融

危機の時期に TFP から見て効率的な企業が退出している一方、非効率な企業が存続して

いたと論じた。*26 金・権・深尾[2007]は、広範な非製造業を対象として含む実証分析で

あり、財務情報に基づき独自に作成した企業レベルのデータセットを使用し、非製造業に

ついては 1997 ～ 1999 年及び 2000 ～ 2003 年を対象に労働生産性の動態を分析している。

非製造業でも業種によって大きな違いがあり、通信業、小売業、卸売業では生産性上昇に

対する新陳代謝の寄与が大きいが、建設業や運輸業では再配分効果が負であったことなど

を見出している。ただし、データの制約から非製造業の生産性は TFP ではなく労働生産



*27 狭義サービス業全体だけでなく、３ケタ分類レベルの業種別にも同様の問題が確認されている。

*28 米国の製造業を対象とした Foster et al.[2008]はこの点を指摘している。
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性が用いられている。上記の森川[2007a]は、「企業活動基本調査」のパネルデータにより、

狭義サービス業は、製造業等と異なり企業間の「再配分効果」や「参入効果」が生産性上

昇に対してマイナス寄与となっており、生産性が相対的に低い企業のシェアが拡大してい

ること、広義サービス産業の中でも卸売業、小売業ではこうした事実は見られないことを

示した（図 10 参照）。*27 ただし、分析対象期間は 2001 ～ 2004 年とやや短い。以上、対

象業種や分析期間、データのカバレッジによって結果に違いがあるが、これらは日本のサ

ービス産業の一部において新陳代謝を通じた生産性向上メカニズムが必ずしも十分に働い

ていない可能性があることを示唆している。

ただし、これらの結果については若干の留保が必要である。企業間での再配分効果や参

入・退出の生産性への寄与は産業集計レベルのデフレーターを用いて実質化した生産性で

計測されることが多いが、現実の企業行動は名目ベースであり、製品・サービスの差別化

等によって企業毎に産出価格が異なる場合、「実質」では生産性にマイナス寄与していて

も、「名目」では異なる可能性もある。仮に「名目」で見た生産性に対する新陳代謝の正

の寄与が見られるならば、非合理的なことが起きていると断じるわけにはいかない。この

点に関し、森川[2007a]は、名目生産性での要因分解も行って、結果に定性的には違いが

ないことを示した。また、現実の企業行動（参入・退出、拡大・縮小等）には生産性より

も収益性が影響するはずである。
*28

この点はあまり研究されていないが、関連する若干の事実を示しておきたい。税務統計

（国税庁）の公表データによれば、近年、日本の法人企業のうち約７割は赤字法人（欠損

法人）である。高度成長期には赤字法人は３割程度だったが、1980 年代に５割前後、1990

年代に６～７割に上昇し、その後高水準で推移している。どの産業も赤字法人比率が６割

を超えているが、「飲食・宿泊業」、「小売業」、「サービス業（狭義）」の順に赤字法人比

率が高い。生産性と経常利益は関係があるが一対一対応するわけではないので念のため「企

業活動基本調査」のデータを使用して、経常利益ベースでの黒字企業と赤字企業の生産性

を比較してみると、平均的に見て赤字企業の労働生産性や TFP は黒字企業よりも約 45 ％

低い水準である（図 11）。また、継続的に赤字となっている企業が存在することもわかる。

これらの事実は、収益性から見ても、新陳代謝を通じたサービス産業の生産性向上余地が

あることを示唆している。

新陳代謝に関しては、過去約 10 年にわたり商法の最低資本金制度の撤廃、エンジェル

税制、創業に係る融資・保証制度の拡充、大学発ベンチャーの促進といった創業支援策、

外形標準課税の導入（2004 年）、民法の一部改正による包括根保証の禁止（2005 年）、中

小企業の信用保証制度における責任共有制度の導入（2007 年）といった廃業円滑化に寄



*29 Dalsgaard[2008]は、日本の法人税構造を主要国と比較し、日本の税制は金利の控除を認める一方で

配当にはこれを認めていないため株式で資金調達することが多いスタートアップ企業に不利に働く可能

性があると論じている。

*30 森川[2007b]は、日本企業のデータを製造業、卸売業、小売業、サービス業を分けて研究開発集約度

と生産性の関係を分析した。その結果によれば、研究開発集約度を高めることは、製造業では TFP の伸

び率を加速する効果（成長効果）を持っているが、非製造業では、研究開発集約度を高めることが TFP
の伸び率を加速するという関係は確認できなかった。
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与する制度改正が講じられてきた。最近の「事業所・企業統計」によれば開業率・廃業率

がともに上昇する兆しも見える（図 12 参照）。このほか、推測の域を出ないが、各種税制

（繰越欠損金、金利・配当の扱い、土地税制、相続税等）、社会保障制度（企業負担、パ

ートタイム労働者への適用等）なども関わっている可能性がある。*29 これら諸制度と開

廃業、生産性の関係については実証研究の蓄積が乏しく、今後の重要な研究課題である。

４．どういう企業の生産性が高いのか、どうすれば生産性が高まるのか

上述の通り、サービス産業では企業による生産性（水準／上昇率）のばらつき（格差）

が大きい。次の自然な設問は、どういう企業の生産性が高いのかという点である。どうい

う企業の生産性の水準や伸び率が高いのかが解明できれば、より具体的な政策立案のヒン

トとなる。例えば、企業・事業所の規模、IT の活用、研究開発活動、教育・訓練等を通

じた労働者の質の向上、労使関係、企業のガバナンス構造、直接投資、企業間関係、立地

選択等々である。以下ではこれらに関連する研究を、企業・事業所レベルのデータを用い

て非製造業を含めて分析したものを中心に概観する。

（１）IT と無形資産

製造業の生産性分析においては研究開発投資や貿易活動との関係が多く分析されてきた

が、サービス産業では研究開発や貿易は分析の焦点になっていない。
*30

サービス産業の

多くは IT 使用産業であり、1990 年代後半以降の米国で IT 使用産業の生産性上昇の「加

速」が見られたことから、IT の活用と生産性の関係は重要な研究テーマである。クロス

インダストリー・データを用いた分析は多く、IT 投資を多く行った産業ほど生産性上昇

率が高いことを示す研究がある（Stiroh[2002], Pilat, et al.[2002]等）。製造業の工場レベル

のデータで IT と生産性の間の正の関係を確認する研究はいくつかあるが、サービス産業

又はそれを含む企業・事業所レベルの実証分析は、米国小売業を対象とした Klimek et

al.[2002]の例など案外少ない。日本では、Motohashi[2007]が製造業だけでなく卸売業、小

売業等を含む企業レベルのデータでクロスセクション分析を行い、情報ネットワークの高



*31 Morikawa[2004]は、製造業・非製造業の企業 5,000 社超のデータを使用したクロスセクション分析

により、小規模企業でのみ IT 資本と企業の収益性（生産性ではない）の間に有意な関係があることを示

している。
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度利用が高い生産性上昇に結びついていることを示している。
*31

しかし、製造業、卸売

業、小売業、狭義サービス業に分けて様々な企業特性と生産性の水準及び伸びの関係を分

析した森川[2007b]は、クロスセクションでは情報ネットワーク利用度の高い企業の TFP

の水準及び伸び率が高く小売業や狭義サービス業でこの関係が強いこと、しかし、企業固

有効果を考慮してパネル推計すると情報ネットワーク利用の高度化が直ちに TFP の水準

や伸び率を高める効果は確認できないことを示した。すなわち、統計データでは捉えにく

い何らかの企業特性（「経営力」）がより本質的だということを示唆する結果となってい

る。

最近は、IT 投資が TFP の上昇に結びつくためには IT の効果を事業活動に生かすような

「無形資産」－企業の組織変革、人材育成等－への補完的な投資を行うことが必要という

考え方が有力になっている。例えば、非製造業もカバーする米国大企業のデータを用いた

分析（Brynjolfsson, et al.[2002]）によると、IT は企業の生産性を高める効果を持つが、IT

が労働者の高いスキルや職場組織の変革と結びついた場合に生産性への効果が大きくな

る。英国企業を対象とした研究においても、IT 単独での効果は小さく、IT が組織革新を

伴うことで生産性に対する効果が大きくなることを示す例がある（Crespi et al.[2007]）。

このほか、Gera and Gu[2004]は、カナダ企業のクロスセクション・データを使用して、サ

ービス産業において工程革新と ICT 投資をともに行っている企業の生産性が高いことを

示している。日本では、例えば Kanamori and Motohashi[2006]が、日本企業のパネルデー

タを使用し、企業の意思決定構造の変革（分権化、集中化）が IT の生産性に対する効果

を高めることを示唆する結果を示している。興味深いことに、意思決定権の変更による生

産性効果は製造業では見られず非製造業でのみ観察されている。

こうした分野の研究を深化させるためには、（個票データであっても）既存の公的統計

だけでは限界があり、公的統計と特別なサーベイ調査を組み合わせるといった工夫が必要

になる。経済産業研究所の「日本における無形資産の研究」プロジェクトは、そうした試

みの一つであり、その成果が期待される（下記（２）とも関係がある）。

（２）労使関係、企業ガバナンス

IT 投資とは別に、各種の人的資源管理（HRM）－インセンティブ報酬、訓練、チーム、

柔軟な業務配分等－と生産性の関係を分析する研究は多数存在し、優れた労務管理が生産



*32 労務管理・労使慣行と生産性の関係のサーベイ論文として Ichniowski and Shaw[2003]。
Morishima[1991]は、サンプル数は少ないが製造業・非製造業を含む日本の企業データにより、労使協議

制が労働生産性に正の効果を持つとの結果を示している。Ohkusa[1997]は、労使の利益シェアリングが情

報共有や従業員持株とあいまって企業の生産性を向上させることを示しており興味深いが、対象は製造

業企業である。

*33 サーベイ論文として Blundell e al.[1999]。製造業・非製造業をともにカバーする事業所レベルのデ

ータでの分析としては、例えば Metcalfe and Sloane[2007]（英国）、Zwick[2006]（ドイツ）が挙げられる。

Turcotte and Rennison[2004]は、カナダの労働者・企業マッチング・データを使用し、労働者に対するコ

ンピューター訓練による企業の生産性への正の効果が非製造業でのみ見られることを示している。日本

では黒澤他[2007]がアンケート調査に基づいて Off-JT や小集団活動が生産性に大きな正の効果を持つこ

とを示しているが、対象は製造業である。

*34 最近のサーベイ論文として Hirsch[2008]が挙げられる。

*35 森川[2008d]は、標準的な賃金関数を推計して卸売業、小売業の賃金プロファイルを製造業と比較し、

大きな違いがないことを確認しているが、生産性との関係は分析していない。

*36 現在、経済産業研究所「サービス産業生産性研究会」では、小売業を対象にこうした分析が進めら

れている。

*37 サービス業を対象とした数少ない例として Noguchi and Shimizutani[2008]は、保育サービスを対象に

賃金と生産性の関係を分析し、経営主体（公立／私立）によってパタンが異なることを指摘している。
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性にプラス効果を持つことを示すものが多い。
*32

労働者に対する教育訓練が企業・事業

所の生産性に正の効果を持つことを示す研究は数多い。
*33

働く人の能力とモチベーショ

ンの重要性を物語っている。労働組合と生産性の関係については内外で多数の先行研究が

あり、欧米では労働組合の生産性への効果はゼロ又はあっても小さな正値という見方が有

力だが*34、近年の日本企業のデータを用いた森川[2008c]は、製造業、非製造業ともに労働

組合が存在する企業ほど他の要因をコントロールした上で生産性（労働生産性、TFP）の

水準、伸び率ともに高いことを示した。ただし、ここでは労使関係や人的資源管理に係る

他の変数は考慮していないため、労働組合自体の生産性効果というよりは、労働組合の存

在が企業の様々な人的マネジメントの良好さ（あるいは活発な QC サークル運動、従業者

からの提案等）の代理変数になっている可能性がある。

ところで、サービス産業では製造業に比べて従業者の定着率が低い、パートタイムをは

じめ非正規労働者の比率が高いといった特徴を持つ業種が少なくない。長期雇用慣行、年

功賃金といったいわゆる日本的雇用慣行については主として製造業を対象に多くの研究が

行われてきた。*35 労働者の定着性や勤続、非正規労働と生産性の関係についてサービス

産業を対象に分析することも重要な課題であり、企業又は事業所のデータと労働者のデー

タをマッチングすることで、深い知見が得られる可能性がある。川口他[2007]は、「工業

統計」と「賃金構造基本調査」のマイクロデータをマッチングして賃金プロファイルと生

産性プロファイルの違いを分析し、潜在経験年数に伴う賃金プロファイルの傾きが生産性

のそれよりも大きいこと、パートタイム労働者の生産性が賃金との比較で低いことなど興

味深い結果を示している。*36 ただし、対象は製造業であり、今後、流通業やサービス業

を対象とした分析が期待される。*37 森川[2007b]は、パートタイム労働者比率の高い企業

ほど TFP の水準は高いが TFP の伸び率は低い、小売業や狭義サービス業で製造業よりも



*38 労働力調査（2007 年）によれば、製造業では雇用者に占める女性比率は 30.3 ％だが、卸売・小売

業 51.3 ％、飲食店・宿泊業 60.5 ％、医療・福祉業 78.4 ％は雇用者の過半が女性である。

*39 先述の通り、Oulton[1998]は、英国企業における生産性の分散が非製造業において大きいことを示

し、製造業で分散が小さいのは国際競争が強いためと考えられると述べている。
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こうした関係が大きいという結果を報告している。産業間賃金格差に関する分析は既に多

いが、森川[2008d]は、改めて日本の流通業と製造業の学歴賃金プレミアムを比較し、小

売業において学歴賃金プレミアムが顕著に小さいことを確認している。ちなみに、「学校

基本調査」（2007 年）の大学の専攻別就職先データを見ると、全体の卒業就職者のうち文

科系が約 70 ％と多数を占めるが、製造業に就職した卒業生のうち文科系は約 55 ％だが、

第三次産業では約 75 ％とずっと多い（卸売・小売業では約 80 ％）。したがって、業種に

よっては文科系高等教育が生産性に結びついていない可能性を示唆している。サービス産

業生産性協議会では「人材委員会」においてスタッフ人材、経営人材のそれぞれにおいて

スキル形成やキャリアパスの確立が大きな問題として挙げられており、実務的な関心の高

い研究課題である。

この文脈での今日的なイシューとしては、ワーク・ライフ・バランス（WLB）と生産

性の関係が挙げられる。Bloom and Van Reenen[2006]は、この点について米・仏・独・英

企業を対象としたサーベイ調査に基づいて分析し、良好な WLB は高い生産性と有意な正

の関係を持っているが、WLB と生産性の関係は経営の質全般をコントロールすると消失

するとし、企業に対して政策的に WLB 導入を強制する根拠は弱いが、企業の立場からは

WLB と生産性の間に負の関係がないことから、WLB のコストは正当化できると論じてい

る。これは全産業共通のイシューだが、サービス産業は製造業に比べて女性労働者の割合

が多いことから、相対的に関連が強い。
*38

コーポレート・ガバナンスと生産性の関係について、クロスカントリー・データでの実

証研究は、ガバナンスの質と生産性上昇の間に正の関係があることを示している（例えば

De Nicolo et al.[2006]）。企業レベルでは、Nickell et al.[1997]が英国企業のパネルデータを

用いた分析を行い、金融市場からの圧力や有力な外部株主の存在が TFP の伸びと正の関

係を持っていることを明らかにしている。また、経営慣行と生産性の関係については

Bloom and Van Reenen[2007]が、欧米企業のサンプルを用いて「経営の質」の指標と TFP

の伸び率の間に強い正の関係があることを示している。しかし、これらはいずれも対象が

製造業企業であり、サービス産業を対象としたコーポレート・ガバナンス、経営の質と生

産性の分析が期待される。Nickell et al.[1997]は、金融市場の圧力や株主のコントロールは

製品市場の競争をある程度補完する効果を持つと述べている。サービス産業は製造業に比

べて国際競争を含む市場の競争圧力が相対的に弱いため、補完的な規律メカニズムの経営

効率への重要性が高い可能性がある。
*39



*40 また、同族企業は存続確率が有意に高いことを示している。

*41 製造業を対象とした分析で、貿易制限があると直接投資を通じた海外展開が代替的に増えることを

示す研究がある。輸出入が難しいサービス産業では直接投資が海外展開の主要なモードとなる。
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森川[2008b]は、公的な統計である「企業活動基本調査」と「企業経営実態調査」（サー

ベイ調査）を企業レベルでマッチングさせた日本企業数千社のデータを使用し、コーポレ

ート・ガバナンスのうち株式所有構造に焦点を当てて、経営者やその家族の株式所有比率

が高い同族企業は、企業規模・企業年齢・産業等をコントロールした上で、非同族企業に

比べて生産性上昇率が年率 2 ％程度低く、製造業と非製造業に分けて見てもほぼ同じ係数

であること、しかし、同族企業であっても株式を上場・公開している企業では、非同族企

業との生産性上昇率の有意差はないことを示した（図 13 参照）。*40 他方、金融機関や一

般投資家の株式所有比率は生産性と有意な関係を持っていなかった。

（３）対内直接投資、密度の経済性

グローバル化と生産性の関係も製造業を対象とした研究は多いが、サービス産業を対象

にしたものはあまり多くない。サービス産業の多くは貿易可能性が低いため、輸出や国内

での輸入との競争と生産性の関係が分析されることは少ない。しかし、貿易可能性が低い

分、直接投資を通じた国際競争の余地が大きい。*41

直接投資と生産性の関係については多くの実証研究があるが、やはり製造業を対象にし

たものが多く非製造業をカバーした研究は意外にも少ない。木村・清田[2003]は、製造業

・非製造業をカバーする日本企業のデータ（1994 ～ 1998 年）により、外資系企業は労働

生産性及び TFP の成長率が有意に高いことを示すとともに、外資系企業の決定要因を分

析し、生産性の高い企業が外資系になる傾向があることを示している。ただし、産業別の

分析結果は報告していない。深尾他[2006]は製造業、卸売業、小売業を含む日本企業のデ

ータ（1994 ～ 2002 年）を使用して M&A と生産性の関係を分析し、外国企業はもともと

生産性（TFP）が高い日本企業を買収する傾向があり、かつ、買収後に被買収企業の生産

性は改善する傾向があると論じているが、卸売業・小売業の推計結果を見ると、外資によ

る買収のダミー変数の係数は負値かつ非有意であり、製造業とは異なり生産性を高める効

果は見られない。森川[2007b]は、流通業、サービス業を含む「企業活動基本調査」のパ

ネルデータ（2001 ～ 2004 年）を使用して、産業別に研究開発、情報ネットワークの利用

度等とともに外資比率と生産性の関係を分析している。買収ではなく外資比率の上昇全般

の効果を分析している点が深尾他[2006]と異なる。その結果、外資比率の上昇は、全産業

や製造業では TFP の水準を高めるという関係を持っていたが、意外にも小売業やサービ

ス業では必ずしもそうした関係を確認できず、卸売業では外資比率の上昇が TFP 伸び率

と有意なマイナスの関係を持っていた。

貿易を通じた直接的な競争が限られるサービス産業において、対内直接投資を通じた外



*42 日本企業を対象とした研究として、Hijzen et al.[2007]があり、オフショアリングが生産性上昇率を

高めるとの結果を示しているが、対象は製造業企業に限られている。

*43 Combes et al.[2008]は、フランスの製造業及び事業所サービス業のデータを使用して都市規模の生産

性への正の効果を示している。

*44 地域による物価水準の違いが指摘されることがあるが、CPI データを用いて都市レベルでのクロス

セクション分析をすると、都市人口が２倍になったときの物価の高さは 1 ～ 2%である。

*45 森川[2008a]では空間的な同時性に関連する分析を行ったが、時間的な同時性の問題もある。例えば、

観光サービス、娯楽サービスで週日と週末の需要に大きな違いがあるのは自明だし、飲食店は曜日のほ

か一日の時間帯によって需要量が全く異なる。これらサービスでは、需要を時間的に分散するような政

策（時間の流動化）が可能ならば生産性にかなりの効果を持つ可能性がある。
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国企業との競争は生産性向上に寄与するものと期待されている。しかし、少なくともこれ

までのところ、サービス産業において外資の参入や外資比率の上昇が、当該企業の生産性

上昇率に正の効果を持ったという証拠は乏しい。ただし、このことは、外資から日本企業

への技術・ノウハウのスピルオーバーがあることを否定するものではなく、その点は別途

検証を要する。貿易や直接投資と生産性の分析においては、selection 効果と learning 効果

の識別という問題もあり、サービス産業を対象とした更なる研究が必要である。

グローバル化の経済効果に関して、最近、海外へのオフショアリングの効果への関心が

高くなっている。しかし、ここでも分析対象は製造業が多く、オフショアリングの生産性

への効果をサーベイした Olsen[2006]は、サービス産業を対象とした研究は少ないが、生

産性への効果は製造業よりも大きいと見られると論じている。
*42

サービス産業では「生産と消費の同時性」が地理的にもあることから、国内の空間的な

競争という視点も必要である。集積の経済性に関するこれまでの実証分析も製造業のデー

タを用いたものが大半で、サービス産業に焦点を当てたものは驚くほど少ない。日本では

都道府県レベルのデータを用いた分析で、金融業、サービス業、卸売・小売業は集積によ

る動学的経済性があり、当該産業の集積度が高いほどその後の TFP 上昇率が高いという

分析例がある（Dekle[2002]）。*43
こうした中、森川[2008a]は、「特定サービス産業実態調

査」の対個人サービス業約 10 業種の事業所レベルのマイクロデータを用いて生産関数を

推計し、全てのサービス業で顕著な需要密度の経済性があることを示した。その量的なマ

グニチュードは大きく、サービス事業所の立地する市区町村の人口密度が２倍だと生産性

が 10 ～ 20 ％高い。これは付加価値ベースの生産性だけでなく、サービス数量ベースの生

産性でも確認される（図 14 参照）。*44 また、森川[2008d]は、小売業と製造業を対象に同

様の分析を行い、小売業では人口密度２倍の生産性効果が約 5 ％と対個人サービス業より

も小さいものの製造業（約 3 ％）に比べて大きいことを示している。すなわち、サービス

産業においては、都市政策が生産性に関連しており、人口稠密な都市を作っていくことが

できればサービス産業の生産性に対してプラスの効果を持つことを示唆している。
*45

なお、森川[2008a]は、ほぼ全てのサービス業種において「事業所規模の経済性」、「企



*46 運輸業、通信業、電力業といった個別の規制産業（公益事業）を対象とした効率性や生産性の実証

研究は極めて多い。やや古いが代表的なサーベイとして Joskow and Rose[1989]が挙げられる。

*47 サービス産業に焦点を当てたサーベイとして Nicoletti[2001]。
*48 内閣府[2007]は、1990 年代以降の規制緩和の利益は 2005 年時点で年間 18.3 兆円、国民所得の約 5
％と試算している。分野別に見ると、電力、運輸、通信の順に大きい寄与度である。ただし、経済厚生

への静学的な効果の試算であり、生産性上昇への効果は直接の試算対象ではない。

*49 Philipson and Sun[2008]は、米国の食品・医薬品の安全規制における効率性のトレードオフについて

の研究をサーベイし、過度の安全規制が効率性のコストを伴うことを指摘している。
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業規模の経済性」、「範囲の経済性」が存在することも示している。この結果は、事業所

レベルでの集約化・大規模化、企業レベルでの多店舗展開やチェーン化が、対個人サービ

ス業の生産性向上に寄与する可能性があることを示唆している。

（４）規制緩和

非製造業では、規制のネガティブな影響がしばしば指摘される。規制と生産性の関係に

ついては、運輸業・通信業・電力事業・金融業といった個別産業を対象とした企業・事業

所レベルの分析*46、クロスカントリー・データを用いた分析など多数の実証研究が存在す

る。
*47

規制のタイプとしては製品・サービス市場の規制を扱うものが多いが、労働市場

規制や各種の行政手続のコストに着目するものもある。例えば、Scarpetta and Tressel[2002]

は、OECD18 か国、サービス産業を含む 23 業種のパネルデータを使用し、市場規制や強

い雇用保護が生産性に対して負の効果を持つことを示している。また、Crafts[2006]は、

OECD 諸国において参入規制は TFP に負の影響を持ち、特にサービス産業でそうした影

響が強いと述べている。これらは、サービス産業のうち政府規制の強い分野では、規制緩

和が生産性を高める効果を持つことを示唆している。ただし、政府規制の多くは各国間、

産業間での違いはあるが、同一産業への規制は国内共通の場合が一般的なため（州によっ

て規制水準の違いがしばしば存在する米国は例外的）、企業レベルでの回帰分析で規制の

影響を抽出するには工夫が必要である。最近、Arnold et al.[2008]は、欧州各国の企業レベ

ルのデータを用いてサービス産業における規制と生産性の関係を分析し、IT 利用型のサ

ービス産業において規制の生産性への悪影響 －効率的な企業への資源再配分を阻害－ が

大きいと論じており注目される。

過去 20 年にわたり、運輸・通信・エネルギー・小売など多くの分野で事業規制の緩和

が行われ、参入障壁の引き下げ、価格設定の自由度拡大等が行われてきた。*48 医療、教

育をはじめ依然として強い規制が残る分野では引き続き産業レベルでの規制改革が課題だ

が、これら「社会的規制」の領域は効率性の視点だけから規制緩和を進めるのは難しい。

サービス産業が日本経済の「７割」を占める以上、個別事業規制だけでなく、労働市場規

制、消費者保護、個人情報保護、いわゆる日本版 SOX 法等企業会計等に係る規制といっ

た産業横断的な規制の生産性への影響もよく吟味する必要がある。*49 産業別の規制と異

なり、産業間比較による分析や市場レベルでの余剰分析といった取り扱いが難しいことか



*50 Bassanini and Venn[2007]は、日本を含む OECD 諸国のクロスカントリー・産業別パネルデータを使

用し、広範な労働市場制度－①雇用保護法制（EPL）、②最低賃金、③育児休業制度、④失業給付－の生

産性（MFP、労働生産性）への効果を実証的に評価している。Bessanini et al.[2008]は、やはり日本を含

む OECD クロスカントリー・産業別のパネルデータを使用して雇用保護が TFP 上昇率に負の影響をもっ

ていること、有期雇用や非典型雇用といった部分的な雇用保護規制の緩和は TFP に効果がないことを示

している。これらは、国内では産業共通の規制であっても業種によってその影響度が異なるという情報

を用いて分析している。
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ら、産業横断的規制は生産性の実証分析の俎上に乗りにくかったが、今後の重要な研究課

題である。
*50

こうした種類の分析として、最近、奥平他[2008]は、米国において解雇規制が TFP に対

して負の影響を持つという Autor et al.[2007]の分析を参考に、日本における整理解雇無効

判決が企業（非製造業を含む）の生産性上昇率に対して有意な負の影響を持つという結果

を示している。このケースのように地理的な variation がある制度については、都道府県

・市区町村レベルの分析が有効である。経済産業研究所の「労働市場制度改革プロジェク

ト」は労働市場に係る諸制度について幅広い研究を進めており、今後の成果が期待される。

５．基礎データと計測の問題

サービス産業の生産性向上のための具体策を考える上では、企業、事業所レベルでの緻

密な分析が必要だが、前節で見てきた通り、内外を問わず過去の分析は製造業に著しく偏

っており、サービス産業を対象とした実証研究は非常に少ない。その最大の理由がデータ

の制約である。日本では統計委員会を中心にサービス統計の整備が急速に進められている

が、どういうデータが必要なのかは目的に依存する。すなわち、正確な（マクロ）GDP

統計の作成を目的としたデータ整備、産業レベルの生産性の計測を目的としたデータ整備、

企業・事業所レベルでの生産性要因分析のためのデータは、（重なりはあるものの）同じ

ではない。どのようなデータや分析が必要なのか既に断片的に指摘してきたが、本節で簡

単に整理しておきたい。

正確な GDP 統計の作成、特に産業レベルの生産性の把握という目的でのデータ整備に

ついては筆者の専門外でもあり、既に整理されたペーパーが存在するのでそれらを紹介し

ておきたい。Diewert[2008]は、SNA に基づく産業別の TFP 計測を念頭に、問題点を概説

するとともに改善のための方策を提案している。具体的には、資本サービスの導入、産業

別・財別の基礎的な価格データの整備、貿易財・サービスを産業別に追跡できるような

I-O 表の拡張、在庫勘定のバランスシート勘定及びユーザー・コスト勘定への統合、投資

勘定のバランスシート勘定への統合、土地の適切な取扱い、自営業者の労働投入の適切な

処理等を挙げている。また、Triplett and Bosworth[2008]は、米国におけるサービス産業の



*51 公共サービスの計測にも様々な課題がある。GDP 統計において政府サービスはインプット・ベース

で生産量が測られることが多いが、英国では政府支出の約７割がアウトプットに基づいて計測されてお

り、教育サービスは時間で基準化された生徒数を数量指標とした上で年率 0.25 ％の質の向上を折り込ん

でいる（Fraumeni[2008]）。
*52 「法人企業統計」は業種のカバレッジは広いが、大企業を除きサンプル調査なのでパネル化が難し

いという制約があるほか、財務情報が中心で研究開発、ITといった企業特性の情報が含まれていない。

「サービス業基本調査」は「特定サービス産業実態調査」が対象としていない多くのサービス業をカバ

ーしているが、サンプル調査なのでクロスセクション分析は可能だが生産性の伸びは分析できない。

*53 ただし、現在のところ数年に１回の調査が想定されており、生産性上昇の分析が可能になるのはか

なり先である。
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生産性計測に関連する統計の改善について概観した上で今後の課題を 40 以上の項目に整

理している。具体的には、サービス価格指数の充実、サービス産業のインプット及び各産

業におけるサービス購入の把握、負の生産性上昇率が観測されるセクターへの統計資源配

分、労働時間に関するデータの充実、サービスのアウトプットの概念に関する研究、自営

業者の所得把握等々多岐にわたる。BLS と BEA の協力といった米国固有の事項もあり全

てを日本に適用することはできないが、多くの示唆を与えるものである。*51

産業レベルの生産性分析は、JIP データベースの整備により、GDP 統計よりもずっと細

かい産業分類での生産性の把握が可能になった。また、EUKLEMS データは、同一の方法、

同じ産業分類での TFP を含む生産性の国際比較を可能にした点で大きな進歩である。し

かし、これらは少数の専門家が限られたリソースで構築しており、推計の元になる統計の

カバレッジや精度は所与である。このため、公表された生産性の数字を子細に観察すると、

業種によっては不可解な結果が見られるなど２節で述べたような問題がある。基礎統計が

充実されればこれらもより精緻な推計が可能になるのは間違いない。

企業又は事業所レベルでの生産性分析においては、以下のような課題が指摘できる。

（ⅰ）まずは調査対象企業・事業所の規模及び業種のカバレッジ拡大である。前述の通

り、現在のところ企業レベルの生産性分析は従業員 50 人未満の企業はカバーできない。

また、「企業活動基本調査」は、卸売業・小売業の他サービス業は経済産業省所管の業種

に対象が限られており、環境衛生業、医療・福祉、教育といった産業「専業」の企業は対

象外となっている。サービス産業の中でこれらの業種が占めるシェアは大きく、これらを

包括する企業統計が望まれる。事業所レベルの統計については、「商業統計」、「特定サー

ビス産業実態調査」は悉皆調査なので対象業種に関してはカバレッジの問題はないが、企

業統計と同様、カバーされていない業種が多い。

分析上はパネルデータが重要な役割を果たすため、小規模な企業・事業所についても何

らかの形でパネルデータ化が可能な制度設計を考慮すべきである。
*52

これらの点に関し、

2009 年以降に予定されている「経済センサス」への期待は大きく、これが生産性分析に

必要な調査項目を網羅することを期待したい。*53



*54 厳密に言えば、小売業、対個人サービス業では消費者の時間投入というインプットも生産性に影響

がある。

*55 曜日や時間帯によって需要が大きく変動するタイプのサービスでは、稼働率やサービス価格の処理

次第で計測される生産性にはかなりの違いが出るはずである。

*56 サービスであっても量的なアウトプットが比較的容易に定義できる分野もないわけではない。森川

[2008a]は、ボウリング場における「ゲーム数」といった指標で量的な生産性を計測した例である。

*57 Nakajima[2007]は、小売業の生産性は消費者の効用で測るべきだと論じている。また、中島[2008]
は、サービスのアウトプット一般について、消費者の評価という視点からの試論を展開している。
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（ⅱ）次いで、調査事項については、アウトプット及びインプットの一層詳細な把握が

期待される。アウトプットについては、単に売上高や付加価値だけでなく、サービス数量、

企業・事業所毎のサービス価格データがあると緻密な生産性分析が可能となる。インプッ

トに関しては、資本ストック、非正規労働者を含めて人数だけでなく労働時間、中間投入

に関する情報を含めることが期待される。*54 また、サービス産業では資本の稼働率に関

する統計がないため、計測される生産性が景気同調的なバイアスを持つ可能性が高いこと

から、稼働率データの整備も期待される。*55 さらに言えば、労働者の性別・年齢・学歴

・勤続といった労働者特性の情報も企業又は事業所データとともに把握できるのがベスト

だが、この点は「賃金構造基本調査」をはじめ労働者特性の豊富な情報を含む統計と事業

所・企業レベルの統計のマッチングで対応すべきかも知れない。

（ⅲ）ただし、これらデータ以前の問題として、サービス産業のアウトプット、生産性

をどう定義するかという大問題がある。サービスはモノと異なり物的な生産性を定義しに

くいことがその背景にある。*56 サービスのアウトプット定義問題は、流通業、銀行業、

保険業等について盛んに論じられてきた（定義・計測の問題全般について Sherwood[1994],

Triplett and Bosworth[2004], 流通サービスについて Oi[1992], Manser[2005], Inklaar and

Timmer[2008]等 , 金 融サー ビスに ついて Berger and Humphrey[1992], Fixler and

Zieschang[1999], Sherwood[1999], Inklaar, et al.[2008]等）が、未だ明確な決着を見ていない。
*57

このほか医療サービスでは QALY（Quality Adjusted Life Year）に基づく「健康資本」

（health capital）というストックの増加で医療サービスの実質アウトプットを評価すべき

という有力な考え方があり（Cutler and Richardson(1997), Cutler and McClellan(2001)等）、

このような考え方に立った各種の試算は、医療サービスの長期的な質の向上（＝生産性上

昇）が非常に大きいことを示している。また、教育サービスについては、学生数という量

的なアウトプットに加えて成績や稼得能力への効果－要すれば「人的資本」の質への効果

－などを加味してアウトプットを計測すべきだという考え方がある（Jorgenson and

Fraumeni[1992], Fraumeni et al.[2008]等）。

（ⅳ）サービスの質の調整に関しては、価格データにおける品質調整が極めて重要であ

る。現在の物価指数（CPI, CGPI, CSPI）は、モノについてはヘドニック法の適用拡大な

ど進歩しつつあるが、サービスの質の調整は不十分である。また、実質生産性の計測に当

たっては、（（ⅱ）のインプット金額のデータとともに）インプットの価格データも重要



*58 サービス産業生産性協議会では、顧客満足度指数（CSI）の開発を進めている。これは生産性の計

測を目的としたものではないが、サービスの質を考慮した生産性の分析に寄与する可能性がある。

*59 米国の統計で行われているように、公的統計の中で、継続的な調査項目とは別に時々追加的な調査

事項を加えるという方法も考えられる。
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である。近年のように IT 関連財・サービスの（品質調整後の）価格低下が著しい（した

がって実質の増加が大きい）場合、サービス産業のアウプットの質の向上が不十分にしか

把握されない（価格上昇が過大評価される）と、IT 使用産業の実質生産性上昇率は低め

に計測されやすい。なお、サービスの質に対する消費者・ユーザーの評価を直接に計測す

るというアプローチも考えられる。*58

（ⅴ）日本の統計部局だけでは対応できないが、生産性の国際比較においては、PPP の

正確な推計も望まれる。生産性の比較のためには、サービス価格の情報にとどまらず、イ

ンプット（モノ、サービス）の PPP も必要である。この点は、OECD、世銀をはじめ国際

機関に期待するところが大きい。

（ⅵ）公的な統計だけで企業・事業所の生産性を決定する要因分析上の全てのニーズを

満たすことは難しい。経営の質、労使関係、組織資本、オフショアリングといった生産性

に影響を及ぼす可能性がある諸要因については、公的統計の母集団名簿を活用した補完的

なサーベイ調査を積極的に実施することも一案である。森川[2008b,c]はそうした試みの例

だが、経済産業研究所の無形資産プロジェクトの成果が期待される。*59 また、強い政策

的含意を導くためには、諸制度・政策に関する情報（例えば、企業毎の法律の適用状況、

租税特別措置の利用状況）と企業・事業所の生産性データを結びつけることが必要となる。

基礎統計は重要な公共財であり、その充実は政府が主体となって行うべきものである。

サービス統計の整備が迅速に進められることが期待される。データ整備には相当なコスト

を要するため、容易には進まないと思われるが、メリットはサービス産業の生産性分析の

深化にとどまらず、産業横断的な政策の企画立案、各種の制度設計にも寄与する。４節ま

でに見てきたように、特に企業・事業所レベルのデータでの研究は、内外を問わず製造業

のみを対象としたものが多い。例えば理論モデルの検証が目的であれば詳細なデータが利

用できる特定の産業を対象とすることで構わないが、経済の７割を占めるサービス産業を

含まない分析から経済全体に係る制度・政策上の課題を導き出すのは無理がある。

６．暫定的結論・課題

本稿は、サービス産業の生産性に関して公表された産業集計データからの観察事実を概

観するとともに、筆者自身が行ってきた研究を含めてサービス産業の生産性に関連する最
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近の研究を選択的にサーベイすることにより、サービス産業の生産性について何がわかっ

ているのかを確認しつつ今後の研究課題や必要なデータ整備について考察した。

「日本のサービス産業の生産性は低いのか？」という基本的な疑問に対する答えは今の

ところ以下の通りである。

①産業集計レベルでのサービス産業の生産性（労働生産性、TFP）上昇率は、日本だけ

でなく多くの国で製造業よりも低い。日本のサービス産業と製造業の生産性上昇率の

乖離が欧米諸国に比べて大きいかどうかは確定的な証拠はないが、この 10 年ほどを

見るとむしろ製造業との生産性格差は欧米主要国よりも小さいか同程度である。

②サービス産業を含めて計測される生産性には景気同調性があるため、数年間での比較

結果から強い結論を導くのは難しい。2000 年以降足元でのサービス産業の生産性上

昇には景気循環的な要因と趨勢的な要因（1990 年代後半から 2000 年代初頭にかけて

の金融不安の負の影響の剥落、GPT である IT の効果発現のラグ等）とが混在してい

る。景気循環の影響を受けにくい長期で見ると、日本のサービス産業の生産性上昇率

が欧米主要国に比べて低いと断言する根拠は乏しいが、過去 10 年に限ると米国だけ

はサービス産業も製造業も生産性上昇率が高い。

③個別企業レベルでは、サービス企業の生産性上昇率が製造業企業よりも低いとは言え

ない。企業間でのばらつきは大きくサービス企業と生産性企業の生産性上昇率分布は

ほぼ重なる。つまり平均的な製造業企業よりも生産性が高い企業もあるが低い企業も

ある。

④産業レベルでの生産性の「水準」は、労働生産性で見るとサービス産業は製造業より

もやや低いが、これは資本装備率の違いによる影響が大きいためあまり意味のある比

較ではない。TFP の「水準」は、サービス産業が製造業よりも低いという証拠はない。

生産性「水準」の国際比較は、換算の仕方やサービスの質の評価次第で大きく結果が

異なるため、相当な幅を持って見る必要があるが、サービス産業の生産性水準の米国

との格差が製造業よりも大きいという確たる証拠はない。

⑤個別企業レベルでの生産性の「水準」は、製造業企業よりもサービス企業の方が高い

傾向があることを示唆する結果があるが、サービス企業・事業所の生産性は企業間で

のばらつきがかなり大きい。ただし、零細企業を含めた場合に結果が変わる可能性が

ないとは言えない。

「どういう企業の生産性が高いのか？」、「どうすれば生産性が上がるのか？」という

疑問に関連する研究の成果とそこからの政策的含意をまとめると以下の通りである。

①サービス産業の生産性は、企業間・事業所間でのばらつきが大きく、サービス産業に

属する企業の生産性がおしなべて低いことを前提に政策を考えるべきではない。生産

性の高い優良企業が存在するということは、それら企業のシェア拡大やそれら企業の



*60 サービス産業生産性協議会（SPRING）は、「ハイ・サービス日本 300 選」の選定、サービス供給プ

ロセス改善事例の収集・広報をはじめベストプラクティスの普及を活動の柱の一つとしている。

*61 前出 Dalsgaard[2008]は、法人税制における金利・配当の扱いのほか、減価償却制度の改正により日

本の機械類の償却期間は主要国に比べて短くなったが、建築物は他国よりも償却期間が長いと指摘して

いる。また、そもそも各種の租税特別措置は機械設備や研究開発に着目したものが多い。これら税制は

特定の「業種」を想定したものではないが、フォーマルな研究開発や機械設備よりも人材投資や無形の

投資が重要なサービス産業に対して結果的に不利に作用している可能性はある。

*62 十年以上前に青木昌彦教授は日本と米国の経済システムの違いが産業による競争力や比較優位のパ

タンの違いに影響を持っており、日本の仕組みは例えば自動車産業では優位を持つが、ソフトウエア産

業では米国の仕組みが優位であると述べていた。生産性の産業間での違いには、経済社会システム全体

が関わっている可能性がある。
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プラクティス普及が産業全体の生産性向上に有効な可能性を示唆する。
*60

対個人サ

ービス業では、事業所規模の経済性、企業規模の経済性の存在が確認されることから、

優良企業の多事業所展開、チェーン化といった取り組みが有用なことが示唆される。

②新しい企業・事業所の参入、非効率な企業・事業所の退出、生産性の高い企業のシェ

ア拡大といった新陳代謝の活発化は、サービス産業集計レベルでの生産性を高める可

能性が高い。狭義サービス業では生産性の企業間・事業所間の分散（ばらつき）が大

きいことから、新陳代謝メカニズムの潜在的な効果は大きい。既に様々な制度改革が

行われてきているが、参入・退出、企業間のシェア変動を阻害するような制度・慣行

を一層低減していくことが望ましい。

③サービス産業の企業では、IT の利用、研究開発活動といった公的統計の個票データ

で容易に観察可能な企業特性と生産性の間には頑健な関係は確認できない。企業固有

効果（「経営力」）の影響が大きいことから、「経営力」を自体を高めるような対応が

必要となる。労使関係・人的資源管理、株式所有構造といった広い意味でのコーポレ

ート・ガバナンスに関連する特性が企業の生産性に影響することを示す研究結果があ

る。国際競争や地域間での競争が強い製造業と比較して、競争の地理的範囲が限られ

るサービス産業では M&A、経営者の市場を含め、経営者を規律するコーポレート・

ガバナンスの仕組みが重要な役割を果たす可能性が高い。サービス産業の企業・事業

所を対象とした雇用慣行・雇用形態（賃金構造、非正規労働、WLB 等）と生産性の

関係についての研究は今後発展の余地が大きい。

④労働市場制度、金融・資本市場制度、税制、消費者保護等の産業横断的な諸制度がサ

ービス産業の生産性に関わっている可能性が高い。*61 産業による競争力や生産性の

違いには経済社会システム全体が関係を持つ。*62 対個人サービス業や小売業では、

立地場所の需要密度の経済性が確認されることから、都市政策や土地制度もサービス

産業の生産性に影響しうる。サービス産業の生産性を高めるためには、個別業種毎の

取り組みだけでなく、広い視野からの対応が必要である。

⑤研究開発や外資（対内直接投資）のサービス企業の生産性へのポジティブな効果は確

認されていないが、研究開発を行っている企業や外資系企業のサンプルが限られてい



*63 定量的な分析だけでなく、優良なサービス企業の背後にある定性的な要因を探るケーススタディも

相互補完的な意義がある。
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ることもあり、断定的な結論を出すのは尚早である。また、非製造業を対象とした研

究開発や外資のスピルオーバー効果の検証は今後の課題である。

⑥生産性に対する景気循環の影響は大きく、安定的なマクロ経済運営が短期ないし中期

の生産性上昇にとっても重要である。

⑦サービス産業の生産性に関しては、わかっていないことの方が多い。サービス産業の

生産性向上のための的確な政策を企画・立案するためにも、サービス統計の整備に十

分な資源配分を行う必要がある。単なる統計のカバレッジ拡大にとどまらず、価格デ

ータを含めアウトプット、インプットに関する調査事項の充実が望まれる。

以上の結論は、いずれも現時点で利用可能なデータを用いた分析に基づく暫定的なもの

である。本稿の表題から見ると羊頭狗肉という印象があるかも知れない。今後、サービス

産業に係る基礎統計の充実に加えて、企業・事業所レベルのパネルデータの構築、企業・

事業所特性と労働者の属性情報とのマッチング、公的統計の母集団名簿を活用した補完的

なサーベイ調査の活用等が必要となる。また、強い政策的含意を導くためには、諸制度・

政策に関する情報と企業・事業所の生産性データとを結びつけた分析の積み重ねが必要で

ある。
*63

なお、本稿では何が生産性を規定するかという視点から整理してきたが、別途、生産性

上昇が何をもたらすのかという論点がある。高度成長期の生産性運動において「成果の公

正配分」は「生産性三原則」の一つだった。サービス産業の中には非正規労働者の比率が

高く、平均賃金が低い業種が多々あることから、賃金格差や所得格差への関心が高まって

いる中、サービス産業の生産性と成果の分配の関係も重要な研究課題である。
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〔図表〕

表 1 主要国の生産性上昇率（EUKLEMS, 2000 ～ 2005）

表 2 主要国の生産性上昇率（EUKLEMS, 1995 ～ 2005）

①労働生産性

2000-2005 Japan US EU15ex
米・英・
独・仏平均

全産業 2.4 2.8 1.1 1.8
電子機械・通信 8.5 11.7 5.1 6.8
製造（除く電子） 2.6 4.7 2.1 3.5
その他財生産 1.5 ▲ 0.6 1.4 1.0
流通・運輸 2.8 4.3 1.3 2.3
金融・事業ｻｰﾋﾞｽ 1.9 2.8 0.4 1.2
個人・社会ｻｰﾋﾞｽ 0.9 1.9 ▲ 0.9 0.5

②MFP

2000-2005 Japan US EU15ex
米・英・
独・仏平均

全産業 0.6 2.0 0.2 0.9
電子機械・通信 4.5 8.3 3.0 4.6
製造（除く電子） ▲ 0.9 2.8 0.7 1.9
その他財生産 0.4 ▲ 1.2 0.2 0.1
流通・運輸 1.7 3.0 0.2 1.2
金融・事業ｻｰﾋﾞｽ ▲ 0.0 0.8 ▲ 0.5 ▲ 0.2
個人・社会ｻｰﾋﾞｽ ▲ 0.4 1.0 ▲ 1.2 0.0
（注）EU15exは、ｵｰｽﾄﾘｱ,　ﾍﾞﾙｷﾞｰ, ﾃﾞﾝﾏｰｸ, ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ, ﾌﾗﾝｽ,　ﾄﾞｲﾂ, ｲﾀﾘｱ
      ｵﾗﾝﾀﾞ,　ｽﾍﾟｲﾝ, ｲｷﾞﾘｽ。

①労働生産性

1995-2005 Japan US EU15ex
米・英・
独・仏平均

全産業 2.4 2.4 1.3 1.9
電子機械・通信 9.4 11.9 6.5 8.1
製造（除く電子） 2.2 4.0 2.0 3.1
その他財生産 2.0 0.0 1.6 1.4
流通・運輸 2.1 3.6 1.7 2.5
金融・事業ｻｰﾋﾞｽ 1.8 2.0 0.3 1.1
個人・社会ｻｰﾋﾞｽ 1.1 1.0 ▲ 0.4 0.5

②MFP

1995-2005 Japan US EU15ex
米・英・
独・仏平均

全産業 0.5 1.7 0.4 0.9
電子機械・通信 5.4 8.7 4.1 5.7
製造（除く電子） ▲ 0.7 2.2 0.7 1.5
その他財生産 0.0 ▲ 0.3 0.4 0.5
流通・運輸 0.9 2.1 0.6 1.3
金融・事業ｻｰﾋﾞｽ ▲ 0.1 0.4 ▲ 0.8 ▲ 0.6
個人・社会ｻｰﾋﾞｽ ▲ 0.1 0.0 ▲ 0.8 ▲ 0.1
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表 3 主要国の生産性上昇率（EUKLEMS, 1980 ～ 2005）

図 1 製造業／サービス産業の TFP 上昇率（JIP2008）

（注）JIP2008 データより筆者作成。

①労働生産性

1980-2005 Japan US EU15ex
米・英・
独・仏平均

全産業 2.7 2.3 1.9 2.1
電子機械・通信 9.5 8.2 4.9 5.8
製造（除く電子） 2.2 2.1 1.9 2.1
その他財生産 0.7 0.2 1.8 1.4
流通・運輸 2.9 2.9 2.1 2.6
金融・事業ｻｰﾋﾞｽ 3.4 1.8 1.2 1.6
個人・社会ｻｰﾋﾞｽ 0.3 0.6 0.0 0.5

②MFP

1980-2005 Japan US EU15ex
米・英・
独・仏平均

全産業 1.1 1.1 0.7 1.0
電子機械・通信 6.4 6.2 3.2 4.4
製造（除く電子） 0.6 1.4 1.3 1.5
その他財生産 ▲ 0.2 ▲ 0.6 1.1 0.8
流通・運輸 2.2 1.6 1.1 1.6
金融・事業ｻｰﾋﾞｽ 0.3 ▲ 0.0 ▲ 0.9 ▲ 0.7
個人・社会ｻｰﾋﾞｽ ▲ 1.3 ▲ 0.1 ▲ 1.0 ▲ 0.4

製造業・非製造業のTFP上昇率（JIP2008）
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図 2 製造業／サービス産業の TFP 上昇率（５年移動平均）

（注）JIP2008 データより筆者作成。

図 3 TFP の計測誤差の影響（試算）

（注）JIP2008 の産業細分類データに基づき、TFP が負値の業種をゼロとみなした場合の集計結果。
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図 4 製造業／サービス産業の労働生産性上昇率の長期推移（国民経済計算）

（注）「国民経済計算」より筆者作成。

図 5 小売業と製造業の賃金格差（製造業＝ 100）

（注）森川[2008d]による。属性調整は、性別、年齢、年齢^2、勤続、勤続^2、学歴（パートタイムを

除く推計）、企業規模、事業所規模をコントロール。

製造業・サービス産業の労働生産性上昇率（時間当たり, 20年移動平均・年率）
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図 6 日米労働生産性比較（為替レート換算）

（注）日米 GDP 統計より筆者作成。

図 7 日米労働生産性比較（PPP 換算）

（注）筆者試算（本文参照）。
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図 8 産業別に見た労働生産性水準の日米比較

（注）EUKLEMS2008 年版及び日米 GDP 統計より筆者試算。

図 9 製造業企業の生産性中央値を上回るサービス業企業の割合

（出典）森川[2007a]。

EUKLEMSのPPPに基づく日米労働生産性比較・試算（2005年, 米国=100）
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図 10 新陳代謝と生産性（産業別, 2001 ～ 2004 年）

（出典）森川[2007a]。

図 11 赤字企業の労働生産性（2004 年）

（注）「企業活動基本調査」約 27,000 社のデータより計算。

経常利益と労働生産性（2004年, マンアワー当たり付加価値額）
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図 12 開業率・廃業率の動向

（注）「事業所・企業統計」より作成。

図 13 同族企業と生産性

（出典）森川[2008b]。

日本の開業率・廃業率の動向（非一次産業, 年率％）
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図 14 サービス業における需要密度の経済性

（出典）森川[2008a]。
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